
公の施設について

○ 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号） 抄

第二百四十四条 普通地方公共団体は、住民の福祉を増進する目的をもつてその利用に供するための施設（こ
れを公の施設という。）を設けるものとする。

２ 普通地方公共団体（次条第三項に規定する指定管理者を含む。次項において同じ。）は、正当な理由がない
限り、住民が公の施設を利用することを拒んではならない。

３ 普通地方公共団体は、住民が公の施設を利用することについて、不当な差別的取扱いをしてはならない。

公の施設とは

（参考）公の施設の主な例 

区 分 代 表 例 

レクリエーション・ 

スポーツ施設 

競技場、野球場、体育館、テニスコート、プール、スキー場、ゴルフ場、

海水浴場、国民宿舎、宿泊休養施設等 

産業振興施設 
産業情報提供施設、展示場施設、見本市施設、開放型研究施設等 

基盤施設 
駐車場、大規模公園、水道施設、下水道終末処理場、ケーブルテレビ施

設等 

文教施設 
県・市民会館、文化会館、博物館、美術館、自然の家、海・山の家等 

社会福祉施設 
病院、特別養護老人ホーム、介護支援センター、福祉・保健センター等

※ 総務省自治行政局「公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査」調査要領より 


